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ワン
ポイント

（葉月）AUGUST

11日・山の日　12日・振替休日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8 月 の 税 務 と 労 務

8 2024（令和6年）

相続人申告登記　相続登記が令和6年4月から義務化されましたが、期限内の申請が難しい
場合に、簡易に義務を履行できる手続きが「相続人申告登記」です。相続登記の義務不履行に
よる過料を回避できるメリットがありますが、相続した不動産を売却したり抵当権を設定する
際には、通常の相続登記が必要な点にご注意ください。

国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月13日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 9月2日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 9月2日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合）� 9月2日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告� 9月2日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市区町村の条例で定める日
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8 月号─2

　

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
は
、
取

引
先
事
業
者
が
倒
産
し
た
際
に
、
中

小
企
業
が
連
鎖
倒
産
や
経
営
難
に
陥

る
こ
と
を
防
ぐ
た
め
に
昭
和
53
年
に

創
設
さ
れ
た
制
度
で
、
独
立
行
政
法

人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
（
中
小

機
構
）
が
運
営
し
て
い
ま
す
。
昭
和

40
年
代
後
半
は
、
景
気
後
退
に
よ
る

倒
産
件
数
が
増
大
し
ま
し
た
。
中
小

企
業
は
取
引
先
企
業
の
財
務
情
報
な

ど
の
入
手
が
困
難
な
た
め
、
突
然
の

取
引
先
企
業
の
倒
産
で
被
害
を
受
け

る
こ
と
が
多
い
こ
と
か
ら
、
中
小
企

業
の
相
互
救
済
の
仕
組
み
と
し
て
、

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
が
始
ま
り

ま
し
た
。

　

今
年
度
税
制
改
正
で
、
中
小
企
業

倒
産
防
止
共
済
掛
金
の
損
金
算
入

に
、
一
定
の
制
限
が
設
け
ら
れ
ま
し

た
。共

済
へ
の
加
入 �

　

中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
に
加
入

で
き
る
企
業
は
、
引
き
続
き
１
年
以

上
事
業
を
行
っ
て
い
る
中
小
企
業
者

で
、
表
１
の
資
本
金
等
の
額
ま
た
は

従
業
員
数
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る

個
人
事
業
主
ま
た
は
会
社
な
ど
で

す
。
た
だ
し
、
住
所
や
主
た
る
事
業

の
変
更
を
繰
り
返
し
行
っ
て
い
る
た

め
継
続
的
な
取
引
の
状
況
把
握
が
困

難
な
企
業
な
ど
、
一
定
の
要
件
に
該

当
す
る
場
合
は
、加
入
で
き
ま
せ
ん
。

　

加
入
す
る
際
に
は
、
契
約
申
込
書

や
掛
金
預
金
口
座
振
替
申
出
書
（
※
）

等
の
書
類
を
、
中
小
機
構
と
業
務
委

託
契
約
を
締
結
し
て
い
る
委
託
団
体

ま
た
は
金
融
機
関
（
代
理
店
）
に
提

出
を
し
ま
す
。
委
託
団
体
や
代
理
店

の
求
め
に
よ
り
、
登
記
事
項
証
明
書

や
納
税
証
明
書
、
確
定
申
告
書
な
ど

の
書
類
の
提
示
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

※　

委
託
団
体
で
申
し
込
む
場
合

は
、
事
前
に
預
金
口
座
の
あ
る
金

融
機
関
で
確
認
を
受
け
ま
す
。

共
済
掛
金 �

　

共
済
掛
金
は
、
月
額
で
５
千
円
か

ら
20
万
円
ま
で
の
範
囲
で
、
自
由
に

選
択
で
き
ま
す
。
そ
し
て
掛
金
の
総

額
が
８
０
０
万
円
に
達
す
る
ま
で
、

積
み
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

掛
金
は
、
掛
金
前
納
申
出
書
を
提

出
す
る
こ
と
で
、
前
納
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
な
お
加
入
の
申
し
込
み

時
に
前
納
を
希
望
す
る
場
合
は
、
契

約
申
込
書
に
そ
の
旨
を
記
載
し
ま
す
。

　

納
付
し
た
掛
金
は
、
事
業
所
得
の

必
要
経
費
ま
た
は
法
人
の
損
金
の
額

に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

共
済
金
の
貸
付 �

　

共
済
の
契
約
者
は
、「
加
入
後
6

か
月
以
上
を
経
過
し
、
か
つ
6
か
月

以
上
の
掛
金
を
納
付
し
て
い
る
」「
共

済
契
約
者
の
直
接
の
取
引
先
事
業
者

が
倒
産
し
た
」「
取
引
先
事
業
者
の

倒
産
に
よ
り
、
売
掛
金
債
権
な
ど
の

回
収
が
困
難
と
な
っ
た
」
な
ど
の
条

件
を
満
た
す
と
、
共
済
金
の
貸
付
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

た
だ
し
共
済
金
の
額
が
少
額
な
ど

の
一
定
の
場
合
は
、
貸
付
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
取
引
先

が
夜
逃
げ
な
ど
を
し
た
場
合
は
、
こ

の
制
度
で
い
う
「
倒
産
」
に
は
該
当

し
な
い
の
で
、
注
意
が
必
要
で
す
。

　

共
済
金
の
貸
付
に
は
、
担
保
や
保

証
人
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、

貸
付
利
子
は
無
利
子
で
す
。
た
だ
し
、

貸
付
を
受
け
た
共
済
金
の
額
の
10
分

表 1　加入要件
業種 資本金等の額 従業員数

製造業、建設業、運送業、その他 3億円以下 300 人以下
卸売業 1億円以下 100 人以下
小売業 5千万円以下 50 人以下
サービス業 5千万円以下 100 人以下
ゴム製品製造業（※） 3 億円以下 900 人以下
ソフトウェア業または情報処理サービス業 3億円以下 300 人以下
旅館業 5千万円以下 200 人以下
※�自動車または航空機用タイヤおよびチューブ製造業ならびに工業用ベルト
製造業を除く

中小企業 
倒産防止共済

～再加入時の損金算入制限が新設～
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の
１
に
相
当
す
る
金
額
が
、
納
付
し

た
掛
金
か
ら
控
除
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
共
済
金
貸
付
制
度
と
は
別

に
、
取
引
先
が
倒
産
し
て
い
な
く
て

も
臨
時
に
事
業
資
金
が
必
要
な
場
合

に
借
入
れ
で
き
る
、
一
時
貸
付
金
制

度
も
あ
り
ま
す
。

解
約
と
解
約
手
当
金 �

　

共
済
契
約
の
解
約
に
は
、「
任
意

解
約
」「
機
構
解
約
」「
み
な
し
解
約
」

の
３
つ
が
あ
り
ま
す
。
解
約
を
し
た

場
合
、
掛
金
納
付
月
数
が
12
か
月
以

上
の
と
き
は
、
掛
金
の
納
付
月
数
等

に
応
じ
て
掛
金
総
額
の
75
％
か
ら

１
０
０
％
相
当
額
の
解
約
手
当
金
が

支
払
わ
れ
ま
す（
表
２
参
照
）。

　

解
約
手
当
金
は
、
事
業
所
得
の
収

入
金
額
ま
た
は
法
人
の
益
金
の
額
に

算
入
さ
れ
ま
す
。

令
和
６
年
度
税
制
改
正 �

　

昨
今
、
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済

に
つ
い
て
は
、
加
入
後
３
年
目
か
ら

４
年
目
に
解
約
し
、
そ
の
後
す
ぐ
に

再
加
入
す
る
件
数
が
増
え
て
い
ま

す
。
前
述
の
よ
う
に
共
済
掛
金
に
は
、

事
業
所
得
の
必
要
経
費
ま
た
は
損
金

の
額
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
と

い
う
税
制
上
の
優
遇
措
置
が
あ
り
、

加
入
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
も
、
こ

の
税
制
上
の
優
遇
措
置
が
あ
る
こ
と

が
加
入
の
決
め
手
で
あ
る
と
い
う
回

答
が
全
体
の
約
３
割
を
占
め
て
い
ま

す
。
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど

で
も
、
も
っ
ぱ
ら
節
税
を
ア
ピ
ー
ル

し
て
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
へ
の

加
入
を
勧
め
る
も
の
が
数
多
く
存
在

し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
状
況
か
ら
、
令
和
６

年
度
税
制
改
正
で
、
中
小
企
業
倒
産

防
止
共
済
を
解
約
し
た
あ
と
再
加
入

し
た
場
合
、
解
約
し
た
日
か
ら
２
年

を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
支
出
す

る
共
済
掛
金
に
つ
い
て
は
、
事
業
所

得
の
必
要
経
費
ま
た
は
法
人
の
損
金

の
額
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

こ
と
に
な
り
ま
し
た（
図
参
照
）。
こ

の
改
正
は
、
令
和
６
年
10
月
１
日
以

後
の
解
約
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

表２　解約手当金の支給率
任意解約 機構解約 みなし解約

契約者が任意に行う解約 掛金の滞納などの事由に
よる、機構が行う解約

契約者の死亡、解散、会
社分割などの場合

掛
金
納
付
月
数

１か月〜11か月 00% 00% 00%
12か月〜23か月 80% 75% 85%
24か月〜29か月 85% 80% 90%
30か月〜35か月 90% 85% 95%
36か月〜39か月 95% 90% 100%
40か月以上　　 100% 95% 100%

※個人事業主の場合は、「損金算入」を「事業所得の必要経費に計上」と読み替えてください。

図　改正内容のイメージ

再加入可能
損金算入不可

解約から
２年後

加入 解約

損金算入可能 損金算入可能



8 月号─4

　当社は、外国人の役員に対して、
外貨建てで給与を支給することとし

ています。例えば、米国人の役員に対して、
毎月1万ドルを支払う場合、為替レートの
変動により、円換算した毎月の支給額は同
額となりませんが、この役員に対する給与
は、定期同額給与に該当しないことになり
ますか。

　役員に対して外貨建てで定額の給
与を支払う場合も、定期同額給与に

該当します。
　役員に対して支給する定期給与で各支給
時期における支給額が同額であるものは、
定期同額給与として、損金算入することが
できます。このとき、支給額を円換算した
金額が同額であることまでは、求められて
いません。従って、外貨建てで毎月同額の
給与を支給したものについても定期同額給
与に該当します。

Q&A 外貨で支払う役員報酬　
消
費
税
等
の
経
理
処
理
に
は
、
税

抜
経
理
方
式
と
税
込
経
理
方
式
が
あ

り
ま
す
。
税
込
経
理
方
式
を
選
択
し

た
場
合
、
消
費
税
等
の
額
は
売
上
高

や
仕
入
高
、
経
費
な
ど
の
額
に
含
ま

れ
ま
す
。
そ
の
た
め
法
人
の
場
合
、

納
付
す
べ
き
消
費
税
等
の
額
は
、
租

税
公
課
と
し
て
損
金
の
額
に
算
入
し

ま
す
。

　
納
付
す
べ
き
消
費
税
等
の
額
の
計

上
時
期
は
、
原
則
と
し
て
申
告
書
を

提
出
し
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度

や
、
更
正
ま
た
は
決
定
が
あ
っ
た
日

の
属
す
る
事
業
年
度
に
な
り
ま
す
。

　
申
告
期
限
が
到
来
し
て
い
な
い
納

税
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
消
費
税
等

の
額
を
、
損
金
経
理
に
よ
り
未
払
金

に
計
上
し
た
場
合
、
計
上
し
た
事
業

年
度
の
損
金
の
額
に
算
入
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
な
お
損
金
経
理
し
て

い
な
い
場
合
に
、
申
告
書
の
別
表
で

減
算
処
理
を
す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ

ま
せ
ん
の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

消
費
税
等
の
納
付
額
の

経
理
処
理

Q

A

暑中のご挨拶
　暑中お見舞い申し上げます。
　昨今の世界的なインフレ圧力の増大や原材料費の高騰から、多くの業種が厳しい事業
環境にあり、事業者の柔軟性と革新性が試されています。話題の生成 AI をはじめ最新
のテクノロジーも取り入れながら、製品やサービスの付加価値を高めることで、顧客の
信頼を維持し市場での競争力を保つことが求められます。
　令和 6 年度の税制改正では、定額減税の実施と賃上げ促進税制の強化が盛り込まれま
した。これらは、物価高への対応と賃金上昇の相乗効果で、経済の好循環につなげるこ
とを目的とした施策です。定額減税においては、すでに 6 月から給与や賞与の源泉徴収
税額からの減税などが始まっていますが、年末調整の際にも必要となる手続きがありま
すので、早めに準備を行うことが大切です。
　労務関係では、物流業界などで「2024 年問題」とも言われる年間時間外労働時間の
制限があり、社会全体で働き方改革への関心が高まっています。事業者の皆様におかれ
ましても、ワークライフバランスに対する意識を持ち、適切な対応を行うことが求めら
れています。また、2024 年問題に伴い運送コストの上昇など経済的な影響も見受けられ、
事業活動を持続していくため着実な経営判断を行っていくことが、より一層重要になっ
ています。
　皆様方の益々のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。


